☆自治労春闘方針提起

自治労本部　森本労働条件局長
１．公務員制度改革の進捗状況について
「民主党PT　ヒアリング、役員会の状況について」
民主党内でどうやって合意をはかっていくか、公務員制度改革・総人件費改革PT役員会で一定成案を得て、党内の合意を得ていく方法をとっている。公務員連絡会、自治労は組織内議員を配置し組織対策を進めている。
12月26日にはPT役員会において「地方公務員の労使関係制度に係る主な論点」を総務省が提示した。知事会、市長会、町村会の三団体は基本権回復に慎重な姿勢をとっているので調整の立場からこういう会議をおこなっている。総務省は2011年6月2日以降資料を出していなかったので地公部会が文書を求めたところ論点がでてきた。大きな中身はないが、中央協議システム、民間給与実態把握をどうしていくか、人勧を受けて地公の給与改定が今後どうなっていくのか、これらの考え方を首長側もどう考えるのか、の意見交換を行ったもの。
特徴的主な論点として①民調についての考え方を総務省が示した、②消防の団結権については、基本的付与することを基本的な方向としつつ、必要な検討を進める、③中央協議システムについては武内事務局次長が『中央協議システム』は地公における労使間の信頼関係を醸成するための良いポイントと評価したことがあげられる。今後、総務省で協議・検討したうえで表面化していくものと思われる。
「地公の法案がどうなるか」
通常国会で特例法案、四法案が審議される。方向性みえた段階で地公についても法案が出される見通しがたっている。
今現在、やってほしいことは、自律的労使関係制度に対応するため「要求－交渉－妥結（協約・書面協定）」の交渉サイクルを定着させること、また協約・書面協定の確認の前に公平委員会への職員団体の登録がされているのか確認すること。今後、法律の改正があった場合、登録されていないと手続きが複雑なってくるので、各単組でチェックをし、確実な確認をしていただきたい。
「2011確定闘争と2012春闘にむけて」
昨年、異例な状況のなかで、2011確定闘争をたたかってきたが、一定の共通に認識にたつことが本部として足りなかったのではと考える。特例法案と関連4法案のセットでの成立をめざしているところである。成立の見込みとしては通常国会開始後2月には一定の方向が見え一番の山場となる。
また、人事院は関連4法案が施行されるまでの間、2012年においても給与に関する報告などは、これまでどおり行われることは確実であり、公務員連絡会としても、給与勧告以外の機能のついては廃止までの間これを否定するものではなく、本年の民調に関わって調査対象の見直しなど、引き続き協議を行う。いずれにしても現時点では、5月合意に基づく両法案の成立に向け、組織の総力を挙げて取り組みを進めるとともに、組織内の意思統一をいっそう固める必要がある。
本部春闘方針について
自治労２０１２春闘課題としては、①自律的労使関係制度に対応するための闘争のサイクルを定着させること、②本年は新たに労使交渉・協議のあり方など、年間を通じた基本的な団体労使関係のルールを確立することを目的とし、「労使関係に関する基本要求書」を全単組提出しで確認書を交わすこと、③人員確保闘争を産別統一闘争としてしっかりと位置づける（集中改革プランで削減された人員を確保する）、④臨時・非常勤等職員の雇用継続、処遇改善、⑤定年延長、再任用制度の拡充（自治労、公務員連絡会は定年延長を求めて行く）等を設定し取り組みをすすめる。特に、定年延長問題に関しては、自治体での再任の状況は20.2％となっている。地公については切実な課題として制度構築と制度のない単組は導入をしっかりと求めていただきたい。
☆基調講演「春闘と公務員賃金のこれから－“民賃準拠からの脱却、自律的労使関係を確立して賃金・労働条件の決定」　　　　　　　　　　　　
月刊労働組合　松上隆明　編集長
「2012春闘をめぐる情勢」
日本経済の6割を占めている、賃金を原資とする家計最終消費が1割以上減っている。一方、金あまりの企業は、モノが売れず、投資せず、財テクに走り、泥沼のデフレから脱出できずにいる。
「労働運動の課題」
　定期昇給を確保したうえで、すでに下げられた賃金を少しでも回復しなければならない。すべての労働者を対象とし、非正規労働者の処遇改善に取り組む必要がある。
JAM（機械、電機、自動車、車両、精密機器、アルミサッシ、鋳鍛造、鉄鋼、住宅関連機器など、ものづくり産業を中心とする約2,075の単位労働組合が加盟）の取り組み事例。
定期昇給分（4,500円）＋過去に下げられた賃金の回復（1,500円）＝6,000円（要求額）

「公務員制度改革による『自律的労使関係』＝人勧がなくなる
春闘とは統一闘争、みんな一斉にあげること、公務員も一斉に賃金を上げなければならない。自治体特有の横並び主義では改善はありえない。赤字の根本原因は公共投資で人件費ではないことは明らかである。人勧は同種同等比較するので新規採用が少なく勤続年数の長い職員が多くいる自治体では大幅賃金低下はありえない。みんなの党などが比較採用を主張する国税庁の『民間給与実態調査』の結果では低すぎる数字となっている。年収200万円以下、ワーキングプアを引き上げる議論、運動を真剣にしなければならない。非正規労働者の賃金引き上げ、公務員の人件費もみんなと一緒に取り組む姿勢をみせないと大阪・橋本市長のような攻撃をうける。公務員労組は既得権益擁護集団ではないということを証明しなければならない。

　
☆特別講座「福島第一原発事故をめぐる地域労働者の実態」
連合福島　今泉　裕　事務局長
　自治労の災害復興支援に心から感謝を申しあげる。
地震、津波、原発事故の災害はもちろんだが、９月に福島県をおそった水害の被害も未だ復旧が進んでいない。福島県全体、各地域がさまざまな災害で苦しんでいる状況があるが、報道されない事実もお話した。いずれにしても、全てが生活の問題、全てが雇用の問題に関わっている。今までの経済活動は何だったのか、再考することも。
災害発生、事故直後、正確な情報、適切な指示がなかったことが今の状況につながっている。
劣悪な環境で第一原発事故に対応する作業員やJビレッジでのようすが報道されていたが、報道と違うこともあることは事実。食料類も充分にあるし、休憩する環境についても充分にある。そして、現場の組合員の士気は高く、約1日３千人がローテーションで教育・訓練を受けながら作業にあたっている。
　20キロ圏内の自治体をいかに存続させていくのかが課題。全国各地に15万人の避難者が今後どうなるのか、とにかく自治体を機能強化させる、住民の健康管理に病院の確保が急務となっている、公立病院が存在することの意義を再確認している。
　災害特需といわれるが、福島県庁で災害処理業務のために臨時職員を350人採用している状況にあるが、労働市場の値崩れをおこしている。
土木業を中心に150％売り上げ増だが、絞り込んだ入札で、言い値で請け負っている状況。
除染事業は土木関係者、NPO、地元企業、住民で行っている、今後、除染ビジネスが出てくるが、いろいろな問題を含んでいるので保障問題など本部になげかけている。
雇用調整助成金、雇用保険は延長がつづいているが、課題は仕事の持続性が必要ということである、事業を定着させること政治主導ですすめていかなければならない。産業創出、復興の資金、基金を有効に使わなければ、産業を根付かせるようことに有効利用しなければならない。
　連合本部の方針に基づいて連合福島の2012春闘方針・要求を作成したが、現実的には今春闘は雲をつかむような非常にむずかしい春闘となるだろう。キーワードとして株価、円高、そして、災害復興となる。
　震災は目にみえる被害とみえない被害がある。報道では良い話ししか出てこない。震災が人々の価値観を変えてしまった。絆がないから絆が必要なのでは…
　今後の課題として、15万に及ぶ避難者をひとりでも多く戻ってもらうためには自治体を強化しなければならない。福島県内自治体の職員は本当にがんばっている。日常業務、住民対応に疲れ、心の病を発症している職員も少なくない。財政が厳しい中、基金をとりくずし除染にあたっている自治体、残業、休日出勤の区別なく毎日奮闘されている。自治体をいかに存続させていくかが今後のカギ。今後も北海道の支援をお願いしたい。
☆討論のまとめ
さまざまな課題が山積しているが、関連４法案の成立、地公の法案の見通しがたたない中、現行の法制および人勧制度の下でたたかう春闘は今年が最後となる。2013年の自律的労使関係制度確立を今からしっかり展望して準備期間として、の労使ともども頭を切り替えていくことが重要と考える。春闘の再構築としてこれから単組段階でもしっかりとした議論、地本春闘討論集会での議論をおこない、全体で大衆的な確認として、２月３日の第１１５回道本部中央委員会で春闘方針を確立していく。
　
